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であって債権放棄等の金融支援を受けて事業再生を図ろうとするものに対する再生支援等を通じた事業再、

生の支援及び地域経済の活性化に資する資金供給を行う投資事業有限責任組合の業務を執行する株式会社の

経営管理等を通じて地域の事業者の収益性・生産性の向上等に資する支援を行うものである、 。

「過大な債務を負っている」については収益力に比して過剰な債務を負っているため債権放棄等の金、 、

融支援による事業再生又は債務整理が求められている状態をいう。

機構が再生支援決定及び当該決定に係る買取決定特定支援決定及び当該決定に係る買取決定特定専門、 、

家派遣決定特定組合出資決定並びに特定経営管理決定を行うに当たっては地域の事業者の公正かつ自由、 、

な競争を阻害することがないようにするとともに当該決定に関連する事業者の収益性・生産性の向上等を、

図るため次に定める基準に厳に従って中立かつ公正な立場からこれを行うものとするその際再生支援、 。 、

が競争に与える影響が限定的であると考えられる場合を除きあらかじめ競争への影響を検討・評価するこ、

ととし特に株式会社地域経済活性化支援機構法（平成21年法律第63号以下「法」という）第25条第、 、 。 。

１項第１号括弧書に規定する主務大臣が認める事業者の再生支援を行う場合には「公的再生支援に関する、

競争政策上の考え方」 （平成28年３月31日公正取引委員会）にも準拠するものとするまた機構が再生支。 、



援決定又は特定支援決定を行うに当たっては再生支援又は特定支援の申込みをした事業者（以下「申込事、

業者」という）の企業規模が小さいことのみを理由として不利益な取扱いをしてはならない。 。

なお機構は業務の実施に当たっては地域において事業者の事業の再生又は地域経済活性化事業活動、 、 、

を支援する業務を行う者との業務上の提携その他の当該者が行う支援の能力の向上に資する方法を採用する

よう努めるものとする。

Ⅰ再生支援決定基準．

機構は再生支援の申込みがあったときに当該申込みが次の１から７までの全てを満たし事業、 、 ． ． 、

再生計画の実施を通じた事業の再生が見込まれるものでない限り再生支援決定をしてはならない、 。

１事業再生が見込まれることを確認するものとして次の⑴から⑸までの全てを満たすこと． 。

⑴再生支援の申込みに当たって次の①又は②のいずれかを満たしていること、 。

①当該申込みがいわゆるメインバンク等の当該申込事業者の事業再生上重要な債権者である一以、

上の者との連名によるものであること。

②事業の再生に必要な投融資等（スポンサ（注）等からの援助を含む）を受けられる見込みがー 。



ある又は①に規定する者から事業再生支援計画に対する同意を得られる見込みがあることから、 、

①の場合と実質的に同程度の再生の可能性があることを書面により確認することができること。
（注）スポンサとは一般的に再生支援対象事業者に対する投融資等を通じて再生支援対象事ー 、 、 、

業者の事業の再生をコミットする投資家のことをいう例えば機構が出資する場合には支援終了。 、

時等において機構の再生支援対象事業者に対する出資に係る株式又は持分の譲渡先となる機構、 。

の再生支援決定の時点でスポンサが決定している場合と機構の再生支援決定後支援終了までー 、 、

の間に入札等を通じてスポンサを選定する場合がある、 、 ー 。

⑵申込事業者が再生支援決定が行われると見込まれる日から５年以内に次に掲げる①生産性向上基、

準及び②財務健全化基準を満たすことただし事業者の属する事業分野の特性当該事業者の規模。 、 、

等を勘案しこれらの基準のうちの一部についてその期間内に満たすことが見込まれないことにつ、 、

いて合理的と認められる特段の事情があると機構が認める場合はこれを硬直的に適用することとは、

しない。

なお各指標の計算方法については備考において定めるほか「事業再編の実施に関する指針」、 、 、



（平成26年財務省・経済産業省告示第１号）において別に定めるところ（有利子負債に係る計算方

法を除く）による。 。

①生産性向上基準

次のａ）からｄ）までのいずれかを満たすこと。

ａ）自己資本当期純利益率（注）が２％ポイント以上向上

ｂ）有形固定資産回転率が５％以上向上

ｃ）従業員１人当たり付加価値額が６％以上向上

ｄ）ａ）からｃ）までに相当する生産性の向上を示す他の指標の改善

（注）企業再生ファンド他の事業会社等による事業の買収を伴う等事業部門単位で指標を判断する、

ことが必要な場合にあっては当該事業部門の属する事業分野の特性に応じて総資産減価償却費、 、

前営業利益率総資産研究開発費前営業利益率又は総資産減価償却費前研究開発費前営業利益率の、

いずれかの指標を選択することができる。

②財務健全化基準



次のａ）及びｂ）のいずれも満たすこと（注１）。

ａ）有利子負債（資本性借入金がある場合は当該借入金を控除）のキャッシュ・フロに対する比ー

率が10倍以内（注２）

ｂ）経常収入が経常支出を上回ること。

（注１）申込事業者が国又は地方公共団体から補助金等の交付を受けている場合においては次の、

イ）及びロ）のいずれも満たすことを条件として当該補助金等の額をキャッシュ・フロ及び、 ー

経常収入の額に算入することができるなど当該補助金等の交付を受けられることを前提として、

ａ）及びｂ）を満たすかどうかを判断することができる。

イ）当該補助金等の目的その目的に応じた必要額及びその積算根拠が明確であるなど透明性、 、

が確保されていること。

ロ）当該補助金等を交付する者がその財政力等の観点も踏まえつつその自主的な判断に基づ、 、

き一定の期間継続して当該補助金等の交付を行う蓋然性が高いと認められること、 。

（注２）有利子負債合計額－現預金－信用度の高い有価証券等の評価額－運転資金の額
≦１０



留保利益＋減価償却費＋引当金増減

⑶申込事業者を再生支援決定時点で清算した場合の当該事業者に対する債権の価値を事業再生計画、

を実施した場合の当該債権の価値が下回らないと見込まれること。

⑷機構が申込事業者に対する債権の買取り資金の貸付け（社債の引受けを含む以下同じ） 債、 。 。 、

務の保証又は出資（債務の株式化を含む以下同じ）を行う場合には再生支援決定が行われると。 。 、

見込まれる日から５年以内に新たなスポンサの関与等により申込事業者の資金調達（リファイナ、 ー

ンス）が可能な状況となる等申込事業者に係る債権（債務の保証の履行により取得する求償権を含、

む）又は株式若しくは持分の処分が可能となる蓋然性が高いと見込まれることなお再生支援の。 。 、

実施に当たってはいわゆるメインバンクスポンサ等から資金支援を受けるなど民間の資金を、 、 ー 、

最大限に活用するものとする。

⑸事業再生計画の内容に機構が申込事業者に対して出資をすることが含まれる場合には次に掲げる、

要件を全て満たすことなお機構による出資はスポンサへの譲渡までの暫定的な措置であること。 、 ー

を踏まえ機構はその要否及びスポンサへの譲渡の確実性について十分な検討を行うとともに、 、 ー 、



再生支援決定時にスポンサが決まっていない場合でも事業再生計画に対する債権者の合意を得るー 、

段階までの間にスポンサの選定を行うよう努めスポンサを得た場合は出資は可能な限り、 ー 、 ー 、 、

スポンサから行うよう調整するものとするー 。

①機構が事業再生計画の実行支援を強力に推進する上で機構による出資が真に必要不可欠である、

こと。

②機構等が申込事業者に対しその株式又は持分の比率に応じたガバナンス（経営管理）を発揮でき

る体制を構築すること。

③機構からの出資によりメインバンクスポンサ等からの投融資等を受けることができると見、 、 ー

込まれること。

④企業価値の向上により投下資金以上の回収が見込まれること、 。

２過剰供給構造にある事業分野に属する事業を有する事業者については事業再生計画の実施が過剰供． 、

給構造の解消を妨げるものでないことなお過剰供給構造の判定方法及びその解消方法等については。 、

事業再編の実施に関する指針において別に定めるところによる「 」 。



３申込事業者が労働組合等と事業再生計画の内容等について話合いを行ったこと又は行う予定である． 、

こと。

４申込事業者が法第25条第１項各号に掲げる法人（以下除外法人という）でないこと． 、 「 」 。 。

（注）除外法人については申込み時には除外法人ではないもののその後短期間に除外法人となる、 、 、

ことが見込まれる法人（申込み時に一時的に除外法人でなくなったもののその後短期間に再び除外、 、

法人となることが見込まれる法人を含む）については機構が再生支援をすることができない。 、 。

５申込事業者に対する再生支援（機構がスポンサを選定し又は再生支援対象事業者に係る債権若． 、 ー 、

しくは株式若しくは持分の譲渡その他の処分を行うことを含む）が一定の取引分野における競争相。 、

手の利益を不当に侵害しないこと。

６事業再生計画の内容に機構又はスポンサ以外の者に対して第三者割当増資を行うことが含まれる場． ー

合には当該第三者割当増資の適時かつ適切な情報開示の実施など必要とされる透明性の確保の措置、 、

が講じられる予定であること。

７法第15条に掲げる地域経済活性化支援委員会の委員は管財人（民事再生法（平成11年法律第225号）． 、



第64条第２項又は会社更生法（平成14年法律第154号）第42条第１項の管財人をいう）又は管財人代理。

（民事再生法第71条第１項又は会社更生法第70条第１項の管財人代理をいう）等とならないこと。 。

Ⅱ再生支援決定に係る買取決定基準．

機構は次の１から５までの全てを満たす場合でなければ買取決定をしてはならない、 ． ． 、 。

１買取申込み等に係る債権のうち買取りをすることができると見込まれるものの額及び法第26条第１． 、

項第２号に掲げる同意に係るものの額の合計額が必要債権額を満たしていること。

２買取決定の対象となる買取申込み等をした関係金融機関等が回収等停止要請に反して回収等をしてい．

ないこと。

３買取価格は再生支援決定に係る事業再生計画を勘案した適正な時価を上回らない価格であること． 、 。

４買取決定時点においても再生支援決定基準を満たすこと． 、 。

５再生支援決定までに再生支援対象事業者が労働組合等と事業再生計画の内容等について話合いを行． 、

っていなかった場合には当該話合いを行ったこと、 。

Ⅲ特定支援決定基準．



機構は特定支援の申込みがあったときに当該申込みが次の１から５までの全てを満たす場合でな、 、 ． ．

ければ特定支援決定をしてはならない、 。

１申込事業者が過大な債務を負っており既往債務を弁済することができないこと又は近い将来にお． 、 、

いて既往債務を弁済することができないことが確実と見込まれること（事業者が法人の場合は債務超過

である場合又は近い将来において債務超過となることが確実と見込まれる場合を含む）。 。

２申込事業者の代表者等（当該事業者の債務の保証をしている者に限る）が金融機関等と協力して． 。 、

新たな事業の創出その他の地域経済の活性化に資する事業活動の実施に寄与するために必要な当該事業

者の債務の保証に係るものに限る）の整理を行おうとする場合であること。 。

３申込事業者及びその代表者等の債務の整理について次の⑴から⑹までの全ての要件を満たすこと． 、 。

⑴申込事業者及びその代表者等が弁済について誠実であり関係金融機関等及び機構に対してそれぞ、

れの財産状況（負債の状況を含む）に関して適時にかつ適切な開示を行っていること。 、 、 、 。

⑵申込事業者の主たる債務及び代表者等の保証債務について破産手続による場合の配当よりも多く、

の回収を得られる見込みがあるなど関係金融機関等にとっても経済的な合理性が期待できること、 。



⑶代表者等に破産法（平成16年法律第75号）第252条第１項各号（第10号を除く）に掲げる事由が生。

じておらず又はそのおそれもないこと、 。

⑷代表者等の弁済計画が次の①から⑤までの全ての事項が記載された内容であること、 。

①債務の整理を行うことによって新たな事業の創出その他の地域経済の活性化に資する事業活動、

の実施に寄与する見込み（新たな事業の創出事業の再生又は他の事業者の経営に参加若しくは当、

該事業者に雇用され当該事業者の成長発展等に寄与すること等の見込みをいう）。 。

②財産の状況

③保証債務の弁済計画（原則として特定支援決定が行われると見込まれる日から５年以内に保証、

債務の弁済を終えるものに限る）。

④資産の換価及び処分の方針

⑤関係金融機関等に対して要請する保証債務の減免期限の猶予その他の権利変更の内容、

⑸申込事業者の弁済計画が次の①から④までの全ての事項が記載された内容であること、 。

①財産の状況



②主たる債務の弁済計画（原則として特定支援決定が行われると見込まれる日から５年以内に債、

務の弁済を終えるものに限る）。

③資産の換価及び処分の方針

④関係金融機関等に対して要請する債務の減免期限の猶予その他の権利変更の内容、

⑹申込事業者の弁済計画が将来の収益による弁済により事業再生を図ろうとするものである場合に、

はⅠにおいて定める事業再生の見込みの要件に準ずる要件を持つ私的整理手続（機構の再生支援、 ．

手続と同等の利害関係のない中立かつ公正な第三者が関与するものに限る） （注）による事業再生。

の見込みが弁済計画において確認されること。

なお事業者が機構に事業再生計画の実施を通じた事業再生の支援を求める場合は法第25条、 、 、 、

に定める再生支援手続によるものとする。

（注） 中小企業再生支援協議会による再生支援事業再生A D R 私的整理ガイドライン特定調、 、 、

停等をいう。

４申込事業者が労働組合等と弁済計画の内容等について話合いを行ったこと又は行う予定であること． 、 。



５申込事業者が法第25条第１項第１号の政令で定める事業者及び同項第２号から第４号までに掲げる． 、

法人（以下特定除外法人という）並びに再生支援対象事業者でないこと「 」 。 。
（注） 特定除外法人については申込み時には特定除外法人でないもののその後短期間に特定、 、 、

除外法人となることが見込まれる法人（申込み時に一時的に特定除外法人でなくなったもののそ、

の後短期間に再び特定除外法人となることが見込まれる法人を含む）については機構が特定、 。 、

支援をすることができない。

Ⅳ特定支援決定に係る買取決定基準．

機構は次の１から５の全てを満たす場合でなければ買取決定をしてはならない、 ． ． 、 。

１買取申込み等に係る債権のうち買取りをすることができると見込まれるものの額及び法第32条の３． 、

第１項第２号に掲げる同意に係るものの額の合計額が必要債権額を満たしていること。

２買取決定の対象となる買取申込み等をした関係金融機関等が回収等停止要請に反して回収等をしてい．

ないこと。

３買取価格は特定支援決定に係る弁済計画を勘案した適正な時価を上回らない価格であること． 、 。



４買取決定時点においても特定支援決定基準を満たすこと． 、 。

５特定支援決定までに特定支援対象事業者が労働組合等と弁済計画の内容等について話合いを行って． 、

いなかった場合には当該話合いを行ったこと、 。

Ⅴ特定専門家派遣決定基準．

機構は次の１及び２のいずれも満たす場合でなければ特定専門家派遣決定をしてはならない、 ． ． 、 。

１特定専門家派遣の申込みに係る理由書の内容に照らし機構が特定専門家派遣をすることにより当． 、 、

該申込みをした者が事業者の事業の再生又は地域経済活性化事業活動を支援する業務を円滑に実施す、

ることができると見込まれること。

２特定専門家派遣の申込みをした者の業務の実施体制に照らし機構が特定専門家派遣をすることが必． 、

要であると認められること。

Ⅵ特定組合出資決定基準．

機構は次の１から６までの全てを満たす場合でなければ特定組合出資決定をしてはならない、 ． ． 、 。

１地域の経済金融情勢等に照らし機構が特定組合出資をしなければ事業再生支援や地域経済活性化． 、 、



支援を目的とする特定組合に地域経済の活性化に資する資金供給を行うために十分な資金が集まらな、

いと見込まれることその他の機構が特定組合出資をする必要があると認められる事情があること。

２機構のほかに一又は二以上の民間事業者が有限責任組合員として出資していること又は出資する見込．

みがあること。

３対象特定組合に対する民間事業者による出資の額の見込みに照らし機構が行おうとする当該対象特． 、

定組合に対する出資の額が当該対象特定組合が行う地域経済の活性化に資する資金供給のために必要、

と認められる金額の範囲内において行われかつ原則として一組合への出資限度額は出資約束金、 、 、 、

額総額の二分の一以下であること。

４特定組合出資の申込みをした特定組合の無限責任組合員に関し次の⑴から⑶までの全てを満たすこと． 。

⑴地域経済の活性化に資する資金供給に関する専門的な知識及び経験を有する者が確保される見込み

があることその他の当該対象特定組合の業務の適切な運営を確保するために必要な人的体制が整備さ

れる見込みがあること。

⑵無限責任組合員としての業務執行に携わった実績を有する者がいることその他の無限責任組合員の



業務の適切な運営が確保される見込みがあること。

⑶当該対象特定組合の業務の適切な運営を図ることができる健全な財務内容等が見込まれること。

Ⅶ特定経営管理決定基準．

機構は次の１から４までの全てを満たす場合でなければ特定経営管理決定をしてはならない、 ． ． 、 。

１地域の経済金融情勢等に照らし機構が特定経営管理をしなければ地域経済の活性化に資する資金． 、 、

供給を行うために十分な数の投資事業有限責任組合が設立されないと見込まれる地域が存在することそ

の他の機構が特定経営管理をする必要があると認められる事情があること。

２特定経営管理に係る株式会社及び当該特定経営管理に係る投資事業有限責任組合に対する民間事業者．

による出資の額の見込みに照らし機構が行おうとする当該株式会社に対する出資の額が当該投資事、 、

業有限責任組合の設立及びその業務の適切な運営のために必要かつ最小限のものであること。

３特定経営管理に係る株式会社に対し民間事業者から地域経済の活性化に資する資金供給に関する専． 、

門的な知識及び経験を有する者が職員として派遣される見込みがあることその他の当該株式会社及び当

該特定経営管理に係る投資事業有限責任組合の業務の適切な運営を確保するために必要な人的体制が整



備される見込みがあること。

４機構の財務の状況に照らし機構が特定経営管理をしたとしても当該特定経営管理以外の機構の業． 、 、

務の適切な運営に支障を来すおそれがないと認められること。

備考

Ⅰ自己資本当期純利益率．

当期純利益金額
自己資本当期純利益率＝ ×100

自己資本の額

Ⅱ総資産減価償却費前営業利益率．

営業利益＋減価償却費
総資産減価償却費前営業利益率＝ ×100

総資産の帳簿価額

Ⅲ総資産研究開発費前営業利益率．

営業利益＋研究開発費
総資産研究開発費前営業利益率＝ ×100

総資産の帳簿価額

Ⅳ総資産減価償却費前研究開発費前営業利益率．



営
業
利
益
＋
減
価
償
却
費
＋
研
究
開
発
費

総
資
産
減
価
償
却
費
前
研
究
開
発
費
前
営
業
利
益
率

＝

×
1
0
0

総
資
産
の
帳
簿
価
額

な
お

総
資
産
減
価
償
却
費
前
研
究
開
発
費
前
営
業
利
益
率
に
つ
い
て
は

研
究
開
発
費
に
減
価
償
却
費
が
含
ま
れ
る

、
、

場
合
に
は

当
該
額
を
研
究
開
発
費
か
ら
除
く
も
の
と
す
る

、
。

Ⅴ
有
利
子
負
債

．

有
利
子
負
債

＝短
期
借
入
金
＋
割
引
手
形
＋
長
期
借
入
金

（１
年
以
内
に
返
済
予
定
の
も
の
を
含
む

）＋
社
債

（１
。

年
以
内
に
償
還
予
定
の
も
の
を
含
む

）

。

附

則
（
平
成
二
四
年
七
月
二
〇
日
内
閣
府
・
総
務
省
・
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
一
号
）

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
文
（
平
成
二
五
年
三
月
一
五
日
内
閣
府
・
総
務
省
・
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
一
号
）
抄

株
式
会
社
企
業
再
生
支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
五

年
三
月
十
八
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
六
年
一
月
一
七
日
内
閣
府
・
総
務
省
・
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
一
号
）



こ
の
告
示
は
、
産
業
競
争
力
強
化
法
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
六
年
一
月
二
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
文
（
平
成
二
六
年
一
〇
月
一
〇
日
内
閣
府
・
総
務
省
・
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
二
号
）
抄

株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
三
十
七
号
）
の
施
行
の
日
（

平
成
二
十
六
年
十
月
十
四
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
文
（
平
成
二
八
年
七
月
一
一
日
内
閣
府
・
総
務
省
・
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
一
号
）
抄

平
成
二
十
八
年
七
月
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
令
和
二
年
六
月
一
九
日
内
閣
府
・
総
務
省
・
財
務
省
・
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
告
示
第
一
号
）

こ
の
告
示
は
、
株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
五
十
七
号
）
の
施

行
の
日
（
令
和
二
年
六
月
十
九
日
）
か
ら
施
行
す
る
。


